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笠岡労働基準監督署

令和８年度
建設工事関係者連絡会議
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会議の趣旨

岡山県、各市町村等の公共工事発注機関、

建設関係団体等と情報交換等を行い、建

設工事における安全衛生の確保、労働災

害防止対策を推進する。

笠岡署では毎年10月に実施
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第１章 労働災害発生状況（笠岡）
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【死傷者数と死亡者数】

死傷者数

死亡者数

※死傷者数：休業４日以上の災害（新型コロナを除く）

死亡者数：死傷者数のうち災害により亡くなった人数



第１章 労働災害発生状況（笠岡）
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【建設業の労働災害（事故の型】

１位 墜落・転落
２位 転倒
合計 31件
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□ 手すりの設置

□ 開口部を塞ぐ

高所作業の安全対策の徹底

□ 作業床の設置

【墜落・転落災害の防止】
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【墜落・転落災害の防止】

脚立・はしごの使用
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原因

【転倒災害の防止】



第１章 労働災害発生状況（笠岡）
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段差の解消 通路の明確化

【転倒災害の防止】

対策
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第２章 労働安全衛生法の改正
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【個人事業者等の業務上災害の報告（令和９年１月１日 施行）】

【改正ポイント】

個人事業者等の業務上災害の報告

【報告者】

特定注文者又は災害発生場所管理事業者

※特定注文者とは個人事業者等が行う仕事の注文者

 災害発生場所管理事業者とは災害発生場所を管理するもの

【対象となる災害】

✓ 休業４日以上の災害

✓ 死亡災害

※個人事業者等が労働者と同じ場所で作業している場合



第２章 労働安全衛生法の改正
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【注文者の責務（令和７年５月 施行）】

注文者は建設工事に限定しないことを明確化

（労働安全衛生法第３条第３項）

●作業方法、機械設備、原材料、作業時間等を指定することにより教育、

機械の検査等が必要な場合はこれに要する費用を注文者が負担すること

●無理な工期・納期の設定、当初予定していなかった条件を注文後に付

与しないこと

●運送業など発注ごとに作業場所や環境が異なる場合は、作業場所を管

理する者と協議の上、契約時に明示すること

（令和７年５月14日付け基発0514第１号）



第２章 労働安全衛生法の改正
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【高年齢者の労働災害防止 令和８年４月１日 施行】

【現状】

●高年齢者の労働災害の増加

●年齢が高くなるほど発生率が上昇

●休業期間が長期化

【改正ポイント】

★高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の改善、作業管理等が努力義務

★エイジフレンドリー指針に沿った管理を実施

【背景】

✓ 身体機能の低下

✓ 転倒リスクの上昇

✓ 重症化しやすい



第２章 労働安全衛生法の改正

【熱中症 令和７年６月１日 施行】

15

対象作業において、①報告体制の整備、②重篤化を防ぐ手順作成、

③関係作業者への周知を行うこと

改正労働安全衛生規則第612条の２
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【石綿関係 令和２年10月から順次施行】

16

＜対象物＞

・建築物

・工作物

・船舶

建物の解体作業などで飛散した石綿による健康障害を防ぐため、

事前に対象物に石綿が含有しているか調べること

＜作業内容＞

・解体作業

・改修作業

工事の規模、請負金額に関係なく事前調査を実施すること

事前調査とは？



第２章 労働安全衛生法の改正
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【電子申請】

令和７年１月１日以降 労働安全衛生法関係の一部手続の電子申請義務化

【義務化】

✓ 労働者死傷病報告

✓ 総括安全衛生管理者/安全管理者/衛生管理者/産業医等の報告

✓ 定期健康診断結果報告

✓ ストレスチェック結果等報告

✓ 有機溶剤等健康診断結果報告

✓ じん肺健康管理実施状況報告

※なお、経過措置により、当分の間は、従前の方法（紙による提出）
によることができます。



第２章 労働安全衛生法の改正
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【足場（令和５年10月１日から順次施行）】

➀ 一側足場の禁止

幅１m以上の箇所は原則本足場

② 足場の点検

点検者の指名と記録の保存



目次

第１章 労働災害発生状況（笠岡署）

第２章 労働安全衛生法の改正

第３章 監督署指導事項（建設業）

19



第３章 監督署指導事項（建設業）
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【足場：手すり、中さん、幅木（メッシュシート）（安衛則第563条）】
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【足場：手すり、中さん、幅木（メッシュシート）（安衛則第563条）】
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【足場：手すり、中さん、幅木（メッシュシート）（安衛則第563条）】

高さ10cm以上
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【クレーン機能付きドラグ・ショベル（安衛則第164条）】



第３章 監督署指導事項（建設業）

24

【クレーン機能付きドラグ・ショベル（資格）】



第３章 監督署指導事項（建設業）
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【車両系建設機械 作業計画の作成（安衛則第155条）】

安衛則第155条

使用する車両系建設機械の種類及び能力、運行経路、作業の方法を定めた作業計画を

定め、これにより作業を行う



第３章 監督署指導事項（建設業）
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【金属アーク溶接作業（特化則第27条）】

【作業主任者の選任】

特定化学物質作業主任者

（金属アーク溶接等作業主任者）



第３章 監督署指導事項（建設業）
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【金属アーク溶接作業（特化則第38条の21、粉じん則第27条）】

【有効な呼吸用保護具の使用】
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１ 建設業を取り巻く現状

２ 時間外労働等に係る相談・支援及び監督指導

の見直し

３ 労働基準法等の留意点

４ 賃上げ等について



建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

○ 建設投資額はピーク時の平成４年度：約84兆円から平成22年度：約42兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転
じ、令和３年度は約63兆円となる見通し（ピーク時から約25％減）。 

○ 建設業者数（令和３年度末）は約48万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約21％減。

○ 建設業就業者数（令和３年平均）は485万人で、ピーク時（平成９年平均）から約29％減。

出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については平成30年度（2018年度）まで実績、令和元年度（2019年度）・令和２年度（2020年度）は見込み、令和３年度（2021年度）は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年（2011年）は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値
注４ 平成27年（2015年）産業連関表の公表に伴い、平成27年以降建築物リフォーム・リニューアルが追加されたとともに、平成23年以降の投資額を遡及改定している 30



建設業就業者の高齢化の進行

○ 建設業就業者は、直近では55歳以上が約36％、29歳以下が約12%となっている。

※実数ベースでは、建設業就業者数のうち令和元年と比較して、55歳以上が約1万人増加（29歳以下は増減なし）。
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全産業（５５歳以上）

（歳）

全産業（２９歳以下）

建設業：２９歳以下は約１割

（年）

建設業では就労人口の
高齢化がほかの産業よ
りも進んでいる

31



建設業男性全労働者等の年間賃金総支給額の推移

○ 全産業の男性生産労働者の賃金に比して、建設業及び製造業の男性生産労働者の賃金は低いが、平成25年から令
和元年の賃金上昇率は、建設業が最も高く年平均2.7％となっている。
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出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
注：年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額

全産業男性労働者

製造業男性生産労働者

建設業男性生産労働者

平成25年～令和元年の賃金上昇率
全産業：年平均1.1%
製造業：年平均1.2%
建設業：年平均2.7%

（千円）

（年）

建設業に従事する労働
者の賃金は近年増加傾
向にあるが、ほかの産
業と比較すると賃金水
準は低い

魅力ある職場づくりを行い、新規就労者の獲
得を行うためにも働き方改革の推進に取り組
むことが重要

32
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労働時間

34

労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間のことをいい、使用者の明示的・黙示的な指示によ

り労働者が業務を行う時間は「労働時間」に当たります。

労働時間に該当するか否かは、労働契約や就業規則などの定めによって決められるものではなく、客観的に

見て、労働者の行為が使用者から義務付けられたものといえるか否か等によって判断されます。

「労働時間」

• 使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為（着用を義務付けられた所定の服装への着

替え等）や業務終了後の業務に関連した後始末（清掃等）を事業場内において行った時間

※更衣時間について、制服や作業着の自宅からの着用を認めている場合は、労働時間に該当しません。

• 参加することが業務上義務付けられている研修・教育訓練の受講や、使用者の指示により業務に必要な学

習等を行っていた時間

• 会社事務所又は資材置き場から現場までの移動時間

※直行直帰・出張に伴う移動時間について、移動中に業務の指示を受けず、業務に従事することもなく、移動手段の指示も

受けず、自由な利用が保障されているような場合には、労働時間に該当しません。

労働時間（例）

＜参考＞
使用者には、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認・記録することが求められています。
なお、始業・終業時刻の記録は、原則として以下により確認し、記録することが求められます。
①使用者が現認し、記録する
②タイムカード、ICカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎として確認し、記録する
（①、②による確認・記録が困難な場合） 自己申告制

出勤簿への押
印だけの勤怠
管理はNG!!



時間外及び休日労働

一般労
働者

自動車
運転の
業務

建設
事業

医師

鹿児島
県及び
沖縄県
におけ
る砂糖
製造業

新技
術・新
商品等
の研究
開発業
務

月

限度時間
（原則）

４５ ４５ ４５ ４５ ４５ －

４５時間
超は６月
まで

適用
あり

－
適用
あり

－
適用
あり

－

単月上限
(※)

１００
未満

－ １００
未満

１００
未満
（※）

（注２）

１００
未満

－

複数月
平均上限
(※)

８０ － ８０
(注1) － ８０ －

年

限度時間
（原則）

３６０ ３６０ ３６０ ３６０ ３６０ －

上限 ７２０ ９６０ ７２０
９６０
(※)(注３)

１,８６０
(※)(注４)

７２０ －

※ 休日労働も含む。
注１： 災害の復旧・復興の事業は、単月上限１００時間・複数月平均上限８０時間の規制は適用されない。（災害の復旧・復興の事業に時間外労働として従事した場合、
注２： 時間外・休日労働が月１００時間以上となることが見込まれる者は、３６協定に面接指導を行うこと等を定めることが必要。
注３： 医業に従事する一般の医師にかかる基準（Ａ水準）。休日労働を含む。
注４： Ｂ水準、連携Ｂ水準、Ｃ水準の指定を受けた医療機関で指定に係る業務に従事する医師にかかる基準。休日労働を含む。

各医療機関の３６協定において定めることができる時間の上限は、連携B水準９６０時間、B水準及びC水準は１８６０時間。
面接指導、労働時間が特に長時間である場合の労働時間短縮措置、勤務間インターバルの確保等を３６協定に定めることが必要。

35

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

法律による上限
（原則）

１か月４５時間
１年３６０時間

法律による上限
（原則）

法律による上限（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間以内（休日労働含む）
・月100時間未満（休日労働含む）

１年間＝１２か月

年間６か月まで



時間外労働等に係る相談・支援及び監督指導の見直し

日本成長戦略（令和８年７月21日閣議決定）及び経済財政運営と改革の基本方針2026（同日閣議決定）において、

「36協定の締結や柔軟な労働時間制度の活用について、よろず支援拠点等との連携を強化しつつ、「働き方改革推進

支援センター」や労働基準監督署による相談支援の充実を速やかに実施する」、「労働基準監督署において、重大･悪

質な事案に対しては厳正に対応しつつ、労働時間や労働者の健康確保措置に関する労使の合意にのっとった指導が行

われるよう速やかに見直す。」などとされたことを踏まえ、全国の働き方改革推進支援センター及び労働基準監督署

において以下の取組がスタートしました｡

• 全国の働き方改革推進支援センターに、36協定や特別条項の締結や柔軟な労働時間制度の

活用を支援する「専門相談窓口」を設けます。また、働き方改革推進支援センターと労働

基準監督署(労働時間相談・支援班）とのチームにより、36協定や特別条項の締結に関する

アウトリーチ型の訪問支援を行います。

• よろず支援拠点や商工会議所等との連携を強化し、労務相談のみならず、経営課題の相談

にも対応できるような体制を構築します。

3 6協定の締結等に関する相談・支援の充実

• 時間外・休日労働時間数のみに着目して１か月45時間以内への削減を求める一律の指導を見直し、各事業場が36協定で定

める健康及び福祉を確保するための措置の実施状況を重点的に確認し、確認した状況に応じた必要な指導を行うこととしま

す。なお、個々の事業場の実態を踏まえて、過重労働による健康障害が生じるおそれが高い場合には、引き続き必要な指導

を行います。

労働基準監督署における対応の見直し

36
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長時間労働等による過労死のリスク
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月45時間以内 低

長くなるほど 徐々に高まる

月100時間超 または
２～６か月平均で
月80時間を超えると

高

時間外・休日
労働時間

健康障害
のリスク

① 医師による面接指導

② 深夜業の回数制限

③ 終業から始業までの休息期間の確保

④ 代償休日・特別な休暇の付与

⑤ 健康診断

⑥ 連続休暇の取得

⑦ 心とからだの相談窓口の設置

⑧ 配置転換

⑨ 産業医等による助言・指導や保健指導

⑩ その他

健康福祉確保措置

毎年11月は

「過労死等防止啓発月間」
です。時間労働時間の縮減に向けた取組をお願いいたします。



１ 建設業を取り巻く現状

２ 時間外労働等に係る相談・支援及び監督指導

の見直し

３ 労働基準法等の留意点

４ 賃上げ等について



１年単位の変形労働時間制とは、労使協定の締結により、１年以内の一定の期間を平均し１週間の労働時間が40時

間以下（特例措置事業場も同様）の範囲内において、１日及び１週間の法定労働時間を超えて労働させることができ

る制度です。

１年単位の変形労働時間制

採用のための手続き 必要休日日数

労働日数、労働時間の限度

１年単位の変形労働時間制を採用するため

には下記の手続きが必要です。

①労使協定の締結

②所定の様式による所轄労働基準監督署

長への届け出

労働日数の限
度

対象期間が１年の場合：280日
対象期間が３か月超１年未満の場合：

280日×対象期間の暦日数／365日

１日及び１週
間の労働時間
の限度

１日：10時間 １週間：52時間

連続労働日数
の限度

６日（特定期間（対象期間中の特に業務が
繁忙な期間）の場合12日間）

１日の所定労働時間数と必要休日日数

8時間 7時間
45分

7時間
30分

7時間
15分

7時間

１
年

365日 105日 96日 87日 85日 85日

366日 105日 97日 88日 86日 86日

１日の所定労働時間数が7時間15分の場合、
365

7
×40÷ 7.25 = 287

365-287＝78

なので休日日数は78日となると思われますが、１年単位の変形労働時間制
を採用する場合、労働日数は年280日が限度なので必要休日日数は85日と
なります。

１年間は52週間、毎週日曜日及び隔週土曜日が休日とすると78日

の休日が確保できる。さらに、祝日も休日と設定すると休日日数は

+14日。夏季休暇（盆休み）（+３日）、年末年始（+６日）の休

日を設定したとすると、年間休日日数は合計101日。

参考（休日の設定）
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年次有給休暇

41

年次有給休暇は、雇い入れの日から起算して６か月間継続勤務し、所定労働日の８割以上出勤した労働者に対して

最低10日以上与えなければなりません。

所定労働日数が５日以上または週所定労働時間が3 0時間以上の労働者

継続勤続年数 0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5以上

付与日数 10 11 12 14 16 18 20

所定労働日数が４日以下かつ週所定労働時間が3 0時間未満の労働者

週所定労
働日数

１年間の所定
労働日数

継続勤続年数

0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5以上

付
与
日
数

４日 169日～216日 ７日 ８日 ９日 10日 12日 13日 15日

３日 121日～168日 ５日 ６日 ６日 ８日 ９日 10日 11日

２日 73日～120日 ３日 ４日 ４日 ５日 ６日 ６日 ７日

１日 48日～72日 １日 ２日 ２日 ２日 ３日 ３日 ３日

パート労働者でも勤続年数や所定労働日数
によっては、年次有給休暇のうち年５日に
ついては時期を指定して付与しなければな
りません。

※週以外の期間によって労働日数が定められている場合

10月は「年次有給休暇取得促進期間」です。年次有給休暇を活用し、働き方・休み方を見直しましょう。



笠岡労働基準監督署における相談事例

42

会社が勝手に年休を使ってしまうため、自分が使いたいときに年休が使えない。

年次有給休暇は、労働者が請求する時季に与えることとされていますので、労働者が具体的な月日を指定し

た場合には、「時季変更権」による場合を除き、その日に年次有給休暇を与える必要があります。

※時季変更権

使用者は、労働者から年次有給休暇を請求された時季に、年次有給休暇を与えることが事業の正常な運営を妨げる場合（同一期

間に多数の労働者が休暇を希望したため、その全員に休暇を付与しがたい場合等）には、ほかの時季に年次有給休暇の時季を変

更することができます。

年次有給休暇を与えるタイミング

使用者は、年次有給休暇が年10日以上付与される労働者に対して、年次有給休暇を付与した日（基準日）

から１年以内に５日については、取得時季を指定して年次有給休暇を取得させなければなりません。

※５日以上の年次有給休暇を請求・取得している労働者に対しては、時季指定する必要はなく、また、することもできません。

時季指定に当たっては、労働者の意見を聴取しなければなりません。また、できる限り労働者の希望に沿っ

た取得時季になるよう、聴取した意見を尊重するよう努めなければなりません。

時季指定の方法等

年次有給休暇を労働者の意に反して与えることは
できません。必ず、労働者から意見を聴取（意思
を確認）し、付与してください。

年次有給休暇の基準日が労働者ごとにばらばらで
管理できない
年次有給休暇の取得率を向上させたい

・・・等の相談があれば監督署へ



明るい職場
応援団HP

労働施策総合推進法の改正について
（施行日：令和８年 1 0月１日）
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多様な労働者が活躍できる就業環境の整備を図るため、カスタマーハラスメントや求職者等に対するセクシュアルハ

ラスメントを防止するために、雇用管理上必要な措置を講じることが事業主の義務となります。

カスタマーハラスメントとは、職場において行われる

①顧客等の言動であって、

②その雇用する労働者が従事する業務の性質その他の事情に照

らして社会通念上許容される範囲を超えたものにより、

③労働者の就業環境が害されること

の３つの要素を全て満たすものをいいます。

カスタマーハラスメント

⚫ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発

⚫ 相談体制の整備

⚫ 事後の迅速かつ適切な対応・抑止のための措置

⚫ 対応の実効性を確保するために必要なカスハラの抑止の

ための措置

事業主が講ずべき具体的な措置



１ 建設業を取り巻く現状

２ 時間外労働等に係る相談・支援及び監督指導

の見直し

３ 労働基準法等の留意点

４ 賃上げ等について



賃上げの動きについて

原材料価格やエネルギーコストのみならず、賃上げ原資の確保を含めて、適切な価格転嫁による適正な価格設定を

サプライチェーン全体で定着させ、物価に負けない賃上げを行うことは、経済の好循環の実現のために必要である。

令和８年の春季労使交渉（春闘）では３年連続で５％台の賃上げが実現するなど、高い水準を維持しています。急

激な物価上昇を乗り越え、持続的な構造的賃上げを実現するためには、中小企業がその原資を確保できる取引環境を

整備することが重要です。

これまで、「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」に基づき、政府一体となって

価格転嫁対策に全力で取り組んできましたが、さらに政府は、公正取引委員会が行った業界ごとの実態調査を踏まえ

て、労務費の転嫁の在り方について、令和５年11月29日、内閣官房及び公正取引委員会の連名で「労務費の適切な転

嫁のための価格交渉に関する指針」を策定しました。

本指針は、労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストのうち、労務費の転嫁に係る価格交渉について、

発注者及び受注者それぞれが採るべき行動／求められる行動を行動指針として取りまとめています。

また、「よくある質問コーナー（独占禁止法）」のＱ＆Ａ及び「下請代金支払遅延等防止法に関する運用基準」

において、労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストの上昇分を取引価格に反映せず、従来どおりに取引

価格を据え置くことは、独占禁止法上の優越的地位の濫用又は下請代金支払遅延等防止法上の買いたたき として問

題となるおそれがあることを明確化しているところ、本指針では、特に労務費について、同様に問題となるおそれ

があるものを「留意すべき点」として整理しています。

さらに、発注者が本指針に記載の行動指針に沿わないような行為をすることにより、公正な競争を阻害するおそ

れがある場合には、公正取引委員会において独占禁止法及び下請代金法に基づき厳正に対処していく方針としてい

ます。

指針の性格
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賃上げの動きについて

令和８年10月２日から岡山県最低賃金は時間額1,104円

に引き上げられました。

最低賃金の引き上げ

11月を「しわ寄せ」防止キャンペーン月間と位置づけ

「過重労働解消キャンペーン」及び公正取引委員会・中小

企業庁が実施する「下請取引適正化推進月間」の各種取組

と連携し、セミナー等を開催しています。

また、労働基準法違反の背景に極端な短納期発注等に起

因する下請法等違反が疑われる事案については、厚生労働

省から公正取引委員会・中小企業庁に通報する制度の運用

を厳格に行っています。

「しわ寄せ」防止特設サイト →

「しわ寄せ」防止

労働安全衛生法では元請負人及び下請負人に労働災害防

止対策を義務付けており、それに要する経費は元請負人等

が義務的に負担しなければならない費用です。

「建設業法令遵守ガイドライン」に基づき、経費負担者

の明確化や安全衛生経費の適切な積算を行ってください。

建設業法令遵守について（国土交通省HP）

適正な安全衛生経費の確保
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業務改善助成金

生産性向上に資する設備投資等（機械設備、コンサルティング導入や

人材育成・教育訓練）を行うとともに、事業場内最低賃金を一定額

（各コースに定める金額）以上引き上げた場合、その設備投資などに

かかった費用の一部を助成するものです。

制度概要

事業場内賃金
の引き上げの

計画

設備投資等
の計画

機械設備導入、コ
ンサルティング、
人材育成・教育訓

練 等

（計画の承認と事
業の実施後）

業務改善助成
金を支給

厚生労働省HP「業務改善助成金」

最新の要綱・要領、Q&Aを掲載しています。

賃金引上げ特設ページ

賃上げに向けた取組事例

中小企業向け各種支援策 などの紹介をしています。

業務改善助成金コールセンター

0120-366-400（受付時間 平日9：00～17：00）

参考ウェブサイト、問い合わせ先等
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